
緒　　　言

　広島県内の一般廃棄物排出量は，平成13年度以降減少
傾向であったが，平成22年度以降はやや増加或いは横ば
い傾向で推移しており［１-２］，この傾向は今後も続く
可能性がある（平成22年度から平成27年度までに総排出
量は0.7％増加．平成28年度は減少したため今後の傾向
に注視する必要がある）．今後排出量増加傾向が続いた
場合，一般廃棄物処理費用の増加に伴う県内市町の財政
への影響も懸念され，早急な増加原因の究明と対策が必
要となる．また，一般廃棄物のリサイクル率は，横ばい
かやや減少傾向にある［１-２］．このような現状を踏ま
え，本研究では広島県内の一般廃棄物排出量とリサイク
ル率の現状を調査したので報告する．

対象及び調査方法

　広島県内の一般廃棄物排出量の現状を把握するため，
一般廃棄物を排出別（生活系ごみ，事業系ごみ），搬入
別（収集ごみ，直接搬入ごみ），廃棄物の種類別（可燃ごみ，
不燃ごみ，資源ごみ，粗大ごみ，その他）に分けて，平
成20年度から平成28年度の推移について調査した．また，
広島県内の一般廃棄物資源化の現状として，資源化量と
リサイクル率の推移及び廃棄物の種類別の資源化量につ
いて調査した．本研究における調査は，主に一般廃棄物
処理事業実態調査結果［２］をまとめたものである．
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　広島県の一般廃棄物排出量とリサイクル率の現状を調査した．その結果，広島県の一般廃棄物排出量は近年
やや増加或いは横ばい傾向で推移している．排出別でみると生活系ごみは減少しているのに対し，事業系ごみ
は増加しており，事業系可燃ごみの増加が原因であることが示唆された．また，広島県の一般廃棄物資源化量
は減少傾向であり，リサイクル率は近年横ばいかやや減少傾向である．資源化量減少は，紙類や溶融スラグ資
源化量の減少が一因であると考えられる．
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資　料

結果及び考察

１　広島県内の一般廃棄物排出量の現状
（１）一般廃棄物排出量の推移と現状
　図１及び表１に，広島県内の平成20年度から平成28年
度までの年度別一般廃棄物排出量推移を示した．また図
２に平成28年度の県内で排出された一般廃棄物につい
て，排出別（生活系ごみ，事業系ごみ），搬入別（収集ごみ，
直接搬入ごみ），廃棄物の種類別（可燃ごみ，不燃ごみ，
資源ごみ，粗大ごみ，その他）にまとめた．
　広島県内の総排出量は，平成22年度までは減少傾向で
あったが，それ以降はやや増加或いは横ばいで推移（Ｈ
27/Ｈ22：＋0.7％）しており，直近の平成28年度では約
90万ｔであった．
　一般廃棄物はその排出源によって生活系ごみと事業系
ごみに大別される．平成20年度以降のそれぞれの排出量
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図１　広島県内の一般廃棄物排出量推移（万ｔ）
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（３�）種類別（可燃，不燃，資源，粗大，その他）の排
出量

　図２に示したように，広島県内の生活系ごみ，事業系
ごみにおける種類別（可燃ごみ，不燃ごみ，資源ごみ，

をみると，生活系ごみが約55～60％を占めており，その
排出量は年々減少傾向となっている（平成28年度55.9万
ｔ/平成22年度60.8万ｔ：－4.0％）．一方で事業系ごみは
年々増加傾向にある（平成28年度34.7万ｔ/平成22年度
33.2万ｔ：＋4.6％）．
　排出される廃棄物の種類については，生活系では可燃
ごみが全体の76.3％を，事業系では91.5％を占めており，
可燃ごみが大部分を占めている（図２）．

（２）搬入別（収集ごみ，直接搬入ごみ）の排出量
　図３に広島県内の平成20年度以降の一般廃棄物排出量
における搬入別の推移を示した．これを見ると，平成28
年度では，生活系ごみでは総排出量55.9万ｔのうち52.7
万ｔが，事業系ごみでは総排出量34.7万ｔのうち31.1万
ｔが収集ごみであり，全体の90％以上が収集ごみであっ
た．広島県内における排出量の経年変化をみると，生活
系収集ごみについては（図２），平成28年度は平成20年
度と比べて9.5％（58.2万ｔから52.7万ｔ）の減少がみら
れ，これが生活系ごみ減少の要因と考えられる．
　一方で事業系収集ごみは増加傾向を示しており，平成
22年度と直近の平成28年度を比較すると8.0％の排出量
増加がみられる．事業系収集ごみは県内総排出量のうち
約34％を占めており，その増減が広島県の総排出量に与
える影響は大きいと考えられる．

表１　広島県内における一般廃棄物排出量推移（万ｔ）

排出年度
Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

総排出量 95.3 93.6 91.4 92.0 91.6 92.2 91.8 92.0 90.6
生活系 60.8 60.3 58.2 58.8 58.4 58.5 57.5 57.2 55.9
事業系 34.5 33.3 33.2 33.2 33.2 33.8 34.3 34.8 34.7

搬入別 種類別
一般廃棄物排出量 生活系 収集ごみ 可燃 40.2 （76.3%）

90.6 55.9 52.7 不燃 1.9 （3.6%）
（61.7%） （94.3%） 資源 9.4 （17.9%）

粗大 1.1 （2.0%）
その他 0.1 （0.1%）

直接搬入ごみ
3.2

（3.5%）

事業系 収集ごみ 可燃 28.5 （91.5%）
35 31.1 不燃 1.8 （5.8%）

（38.3%） （89.5%） 資源 0.3 （1.1%）
粗大 0.5 （1.6%）
その他 0.0 （0.0%）

直接搬入ごみ
3.6

（10.5%）

図２　平成28年度の広島県内総排出量（万ｔ）の内訳
（図中の数字は排出量及び割合を示す）
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図３　  搬出別（Ａ：収集ごみ，Ｂ：直接搬入ごみ）の一
般廃棄物排出量推移（万ｔ）
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（５）事業系ごみ排出量と県内総生産の推移
　図１及び表１より，広島県の事業系ごみは増加してい
ることが分かっている．事業系ごみ排出量は経済活動の
影響を受けやすいと考えられるため［５］，事業系ごみ
排出量の推移と県内総生産の推移［６］を比較した．図
６に事業系ごみ排出量と県内総生産推移を示した．これ
をみると，平成24年度以降は県内総生産は毎年増加して
おり（Ｈ27/Ｈ24：＋12％），これと連動して事業系ごみ
の排出量も増加していた．このことから，事業系ごみの
排出量増加は経済活動の活発化によるものであると示唆
された．また，県内総生産の増加のうち約70％を製造業
が占めており［６］，主に製造業からの排出量増加が考
えられる．

２　広島県内の一般廃棄物資源化の現状
（１）一般廃棄物資源化量の推移と現状
　図７に広島県と全国の資源化量推移を示した．広島県
は，可燃性の一般廃棄物のうち，リサイクル可能なも
のを除去したごみを市町でRDF（ごみ固形燃料）化し，
これを発電に利用する事業を行っており［７］，この事
業が本格稼働した平成16年度に資源化量が50％増加（平
成15年度16.4万ｔから平成16年度24.7万ｔ）している．
しかしその後は減少傾向が続いている．RDF事業が本
格稼働したことにより資源化量が急増したことから，可

粗大ごみ，その他）の排出量は，可燃ごみ（生活系では
全体の76.3％，事業系では全体の91.5％）と，資源ごみ（生
活系では全体の17.9％）が大部分を占めている．図４に
一般廃棄物種類別排出量のうち，排出量の多い生活系可
燃ごみ，生活系資源ごみ，事業系可燃ごみの推移を示し
た．平成28年度における，県内総排出量（90.6万ｔ）に
占める生活系可燃ごみ（40.2万ｔ），生活系資源ごみ（9.4
万ｔ），事業系可燃ごみ（28.5万ｔ）の割合は，それぞ
れ約44％，約10％，約31％であり，合計で総排出量の約
86％に及ぶ．そのためこれらの増減が総排出量へ与える
影響は大きくなる．それぞれの推移をみると，平成28年
度は平成22年度と比較して，生活系可燃ごみでは 2.8％
減少（43.9万ｔから40.2万ｔ），生活系資源ごみでは9.2％
減少（11.0万ｔから9.4万ｔ）している．一方で，事業
系可燃ごみについては7.9％増加しており，（平成20年度
26.5万ｔから平成28年度28.5万ｔ），このことが事業系ご
み排出量増加の原因と考えられた．

　以上のように，広島県内の一般廃棄物総排出量は，平
成22年度以降やや増加或いは横ばい傾向で推移してお
り，事業系ごみの増加が一因と考えられる（図１）．事
業系ごみの中でも可燃ごみが増加しており，今後事業性
可燃ごみ増加理由の解明と対策が求められる．

（４）生活系ごみ１人１日当たりの排出量
　図１及び表１より，広島県の生活系ごみは減少してい
ることが分かっている．生活系ごみ排出量は人口の影響
を受けやすいと考えられるため［３］，これについて比
較を行った．図５に生活系ごみの１人１日当たりの排出
量（ｇ/人日）と生活系ごみ排出量推移を示した．１人
１日当たりの排出量は次の計算で算出した（ごみ総排出
量*10^6/広島県総人口［４］/365）．これをみると１人
１日当たりの排出量と生活系ごみの排出量はほぼ同じ挙
動を示していた．このことから，生活系ごみの排出量減
少は人口減少によるものではないこと考えられる．
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（３�）広島県内の一般廃棄物資源化における種類別の資
源化量推移

　図９に広島県で一般廃棄物資源化物のうち，資源化量
の多い５種類（固形燃料，紙類，容器包装プラスチック，
金属類，ガラス類）及び近年減少傾向にある溶融スラグ
の資源化量推移を示した．また，表２に溶融スラグの分
類を開始した平成17年度，容器包装プラスチックの分類
を開始した平成21年度及び平成28年度の，広島県と全国
における一般廃棄物資源化量を示した．図９より，広島
県においては平成20年度以降，紙類と溶融スラグ以外の

燃性の一般廃棄物の多くがRDFとしてリサイクルされ
ていると考えられ，RDF事業終了（2024年３月終了予定）
の際には資源化量が大きく減少する可能性がある．

（２）広島県と全国のリサイクル率の経年推移
　図８に平成15年度以降における広島県と全国のリサイ
クル率（Ｒ率）の推移を示した．広島県のＲ率は資源化
量と同様にRDF事業が本格稼働した平成16年度に増加

（平成15年度14.5％から平成16年度22.0％）したが，近年
は横ばいかやや減少傾向にある．県のＲ率は全国平均
より高いが，固形燃料等を除いたリサイクル率（R’率）
は全国平均より低く，RDF事業終了の際にはＲ率が減
少すると考えられる．図１に示した通り，広島県の総排
出量は近年やや増加或いは横ばいにもかかわらず，特に
R’率が減少していることから，固形燃料等以外の資源
化量が減少していると考えられる．なお，リサイクル率

（Ｒ率）と固形燃料等を除いたリサイクル率（R’率）の
定義は図８下に示している．
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表２　広島県と全国の資源化量比較（万ｔ）

廃棄物の種類
資源化量（年度）

Ｈ28/Ｈ17 Ｈ28/Ｈ21
Ｈ28に
占める割合Ｈ17 Ｈ21 Ｈ28

広
島
県

固形燃料 7.3 7.2 7.4 1.7% 2.2% 36.7%
紙類 7.4 6.2 4.9 －33.6% －20.1% 24.4%

容器包装プラ － 2.5 2.3 － －7.8% 11.2%
金属類 2.8 2.2 1.7 －38.8% －19.3% 8.6%
ガラス類 2.0 1.6 1.4 －28.4% －13.9% 7.0%
溶融スラグ 0.4 1.2 0.1 －83.8% －94.3% 0.3%

全
国

固形燃料 33.9 37.0 33.9 0.0% －8.5% 3.9%
紙類 519.9 454.1 374.5 －28.0% －17.5% 42.6%

容器包装プラ － 62.2 66.1 － 6.3% 7.5%
金属類 122.1 97.7 82.1 －32.8% －16.0% 9.3%
ガラス類 88.1 83.6 77.9 －11.5% －6.8% 8.9%
溶融スラグ 41.7 56.2 54.7 31.2% －2.7% 6.2%
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や増加或いは横ばい傾向で推移しているが，排出別でみ
ると生活系ごみは減少しているのに対し，事業系ごみは
増加している．この原因として，事業系可燃ごみの増加
が考えられる．事業系ごみの増加と広島県内総生産の増
加傾向が一致していることから，事業系ごみの増加は県
内経済の活発化が一因と考えられる．
　広島県のリサイクル率は近年横ばいかやや減少傾向で
あり，その原因として紙類等の資源化量低下が一因と考
えられる．
　今後は，事業系可燃ごみ排出量増加の原因や紙類等の
資源化量減少原因の調査が必要である．
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資源化量は横ばい傾向で推移している．一方で表２よ
り，紙類は平成28年度を平成17年度と比べると33.6％の
減少，溶融スラグは平成28年度を平成21年度と比べると
90％以上減少しており，この二つの減少が県の資源化量
減少の主要因と考えられる．
　表２より広島県の資源化の傾向と全国の資源化の傾向
を比較すると，平成28年度においては広島県では固形燃
料と紙類の資源化量の割合がそれぞれ36.7％，24.4％で
あるのに対し，全国では3.9％，42.6％となっており，広
島県では総資源化量に占める固形燃料の割合が高く，紙
類の割合が低いことがわかる．これは紙類が固形燃料と
して資源化されているためと思われる．RDF事業の終
了に伴って固形燃料として資源化されていた紙類が廃棄
に回った場合，資源化量がさらに減少する可能性があり，
紙類等の資源化方策の検討が望まれる．
　以上のように，広島県の総資源化量は減少傾向であり，
リサイクル率は横ばいかやや減少傾向である．資源化量
の増減は総排出量の増減と密接に関係しており，排出量
が減少するとそれに応じて資源化量も減少すると考えら
れる．しかし，現状では資源化量だけでなくリサイクル
率も横ばいかやや減少傾向であることから，排出量に占
める資源化量の割合も減少している．また紙類及び溶融
スラグの資源化量が大きく減少していることから，リサ
イクル率の減少はこれらが関係していることが示唆され
た．紙類の資源化量に関しては，ライフスタイルの変化
による紙類排出量の減少等も関係していると考えられる
が，広島県においてはRDF事業の終了に向けて，紙類
資源化方策の検討が必要である．また溶融スラグは広島
市の灰溶融炉の廃止等を受けて資源化量が減少している
と思われる．
　資源化量に関しては集団回収や小売店等による店頭回
収，業者による回収など，数値を把握できていないと
ころでのリサイクルが行われていると考えられるため

［８］，これらを把握することによる，より正確な排出量，
資源化量の算出が求められる．

結　　　言

　広島県の一般廃棄物排出量とリサイクル率の現状を調
査した．その結果，広島県の一般廃棄物排出量は近年や
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